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政策提言の要旨

・ 南海トラフで発生する地震（マグニチュード８～９クラス）は、今後３０年以内の発生確

率が７０～８０％となっており、震度７の揺れと巨大津波の脅威は刻々と増しています。

・ このため、大規模な被害が想定される地域においては、時間的な制約のある中で実効性の

高い地震・津波対策へ優先的に投資することが必要です。また、このことは全体の早期復旧

・復興にもつながるものです。

・ 本県においては、人口や経済・都市機能が集積する県都・高知市の被害最小化が急務とな

っており、整備に必要となる予算を確保するなど、国の積極的な財政支援をお願いします。

【政策提言の具体的内容】

〇 県人口の約４５％が集中し、経済・都市機能が集積する県都・高知市における浸水被害を

最小化するため、海岸・河川堤防の耐震対策を迅速かつ確実に推進する必要があります。

○ 目標としている令和１３年度の事業の完成に向けて、「防災・減災、国土強靱化のための

５か年加速化対策」を最大限活用し、整備に必要となる予算を確保するなど、事業を着実に

推進するための財政支援をお願いします。

【港湾局所管事業】

◆浦戸湾の三重防護（直轄・県事業）

・高知新港の防波堤の延伸と粘り強い化（津波のエネルギーを減衰）

・湾口部の津波防波堤、海岸堤防の耐震対策・嵩上げ（湾内への津波の侵入を低減）

・浦戸湾内の海岸堤防の耐震対策・嵩上げ（背後地への浸水を防止）

【水管理・国土保全局所管事業】

◆河川堤防（県事業）

・浦戸湾に流入する河川堤防の耐震対策・嵩上げ（背後地への浸水を防止）

【政策提言の理由】

○ 本県では、これまで「全国防災事業」や「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」

等により、中央部の海岸・河川における地震・津波対策を推進してきました。

○ しかしながら、まだまだ対策が必要な箇所が多く、その整備が急務となっています。スピー

ド感を持って事業を推進していくため、新たに措置された「５か年加速化対策」を最大限活

用し、整備に必要となる予算を当初枠で確保するなど、国の手厚い財政支援が必要です。


